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令和７年度決算に基づく財政の健全性に関する比率審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定

に基づき、審査に付された令和７年度決算に基づく財政の健全性に関する比率及び 

その算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見を提出 

する。 
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凡 例 

１ 本意見書中の数値は、表示単位未満を四捨五入し、単位未満の数値を調整した。 

また、比率及び算出過程の数値は、算定様式に基づき算出される数値を使用している。 

２ 各表中の符号の用法は、次のとおりである。 

（ - ）……………… 該当数値がないか、又は算出不能 

（ △ ）……………… 減少しているか、又は該当数値がマイナス 

３ 本意見書中の公営企業法適用の公営企業会計の数値は、消費税及び地方消費税を抜い

た数値である。 
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Ⅰ 健全化判断比率審査意見 
 

第１ 準拠基準 

郡山市監査基準 
 

第２ 審査の概要 

１ 審査の種類 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づく健全化判断比率

審査 
 

２ 審査の対象 

令和７年度決算に基づく健全化判断比率 

(1)  実質赤字比率 

(2)  連結実質赤字比率 

(3)  実質公債費比率 

(4)  将来負担比率 
 

３ 審査の着眼点 

健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、地方公共団

体の財政の健全化に関する法律に基づき、適正に作成されているか、算出過程に誤りは

ないか等を主眼とした。 
 

４ 審査の主な実施内容 

健全化判断比率の算定の基礎となる書類の試査 

(1)  帳簿突合、計算突合、分析的手続 
 

５ 審査の日程及び実施場所 

(1) 日程 

令和８年７月 21 日から令和８年８月 28 日まで 

(2) 実施場所 

監査委員室 
 

第３ 審査の結果 

審査に付された下記の健全化判断比率については、いずれも適正に算定され、それぞれ

の計数は財務諸表と一致しており、その算定の基礎となる事項を記載した書類は、関係法

令に適合し、計数は正確であると認めた。 

 

記 

（単位：％） 

健全化判断比率 
令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 

令 和 

７年度 

早期健全化

基準 

財政再生 

基準 

実 質 赤 字 比 率 － － － － － 11.25  20.00 

連結実質赤字比率 － － － － － 16.25  30.00 

実質公債費比率 2.7 1.9 1.6 1.3 1.3 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 － － － － － 350.0  

※１ 「－」の表示は、実質赤字額、連結実質赤字額及び将来負担額がないことを示す。 

※２ 早期健全化基準及び財政再生基準は、総務省が示す数値である。 
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１ 実質赤字比率 

実質赤字比率は、一般会計等（注１）を対象とした実質赤字の標準財政規模（注２）に対

する程度を指標化したものである。令和７年度一般会計等の翌年度に繰り越すべき財源等

を差し引いた実質収支額は 64億4,587万円の黒字であり、実質赤字は生じておらず、実質

赤字比率は算出されない。 

 

２ 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、一般会計等及び11の特別会計を対象とした実質赤字又は資金不足

額の程度を指標化したものである。令和７年度の実質収支額等の合計は 171億1,152万円

の黒字であることから、連結実質赤字比率は算出されない。 

 

３ 実質公債費比率 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金等の大きさを３

か年の平均で指標化したものである。地方債元利償還金等に係る特定財源及び基準財政需

要額算入額を差し引いた償還金などの単年度比率の３か年平均は前年度からの増減はなく、 

1.3％となった。これは、早期健全化基準の 25.0％を大きく下回っている。 

 

４ 将来負担比率 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債額の程度を指標化したもの

である。地方債償還金、債務負担行為に基づく支出予定額、第三セクターの損失補償債務

等に係る負担などの、令和７年度における将来負担すべき実質的な負債額は生じていない

ため、将来負担比率は算出されない。 

 

注１  一般会計等とは、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２条第１項で定められており、

本市では、一般会計のほか公共用地先行取得事業、荒井北井・富田第二・伊賀河原・徳定・大町

の各土地区画整理事業、郡山駅西口市街地再開発事業及び母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

をあわせたものとなる。 

注２  標準財政規模とは、標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの

で、その大きさは「標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額」で求められる。 

 

第４ 監査委員の除斥 
  令和７年度決算に基づく健全化判断比率審査に当たり、文化スポーツ観光部のうちスポ 

ーツ振興課所管に係る審査について、地方自治法第199条の2の規定に基づき、相樂靖久監

査委員を除斥した。 

 

第５ 審査意見 

令和７年度の決算に基づく健全化判断比率に関し、実質赤字比率及び連結実質赤字比率

は収支がともに黒字で、将来負担比率は将来負担すべき実質的な負担額が生じないためそ

れぞれ比率として算出されず、実質公債費比率は低く保たれている。これらは、いずれも

国の示した早期健全化基準を大きく下回っており、健全な状態にあると認められる。 
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第６ 健全化判断比率の概要 

 
１ 実質赤字比率 

一般会計等の実質赤字比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
 

一般会計等の歳出総額は 1,505億1,450万円で、対前年度比 59億7,634万円の減、歳入

総額は 1,575億4,261万円で、対前年度比 56億314万円の減である。差し引くべき翌年度

に繰り越すべき財源は 5億5,904万円、事業繰越額は 2,321万円であり、実質収支額は 64

億4,587万円(一般会計 64億3,705万円、母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計 882万円)

の黒字となり、繰上充用額、歳入不足による支払繰延額はなく、実質赤字は生じないこと

から、実質赤字比率は算出されない。 

なお、上記の算式に基づく標準財政規模 772億7,805万円に対する数値は マイナス

8.34％となり、対前年度比 0.19ポイントの減である。 

 

＜実質赤字比率の算出基礎＞                     （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

            

繰上充用額＋(支払繰延額＋事業繰越額) 

実質赤字比率 ＝                      ×100 
(％)     

 

①繰上充用額：歳入不足のため翌年度歳入を繰り上げて充用した額 

②支払繰延額：実質上歳入不足のため支払を翌年度に繰り延べた額 

③事業繰越額：実質上歳入不足のため事業を繰り越した額 

 

（参考：一般会計等の実質収支が黒字の場合） 

(歳出総額－歳入総額)＋翌年度に繰り越すべき財源＋(支払繰延額＋事業繰越額) 

       (150,514,496千円－157,542,613千円) ＋ 559,035千円 ＋ (0千円＋23,212千円) 

一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

標準財政規模 77,278,049 千円 

実質赤字比率 ＝ 

(％) 

×100 

① 

 

② 

 

③ 

 

区　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減

歳 入 総 額 157,542,613 163,145,748 △ 5,603,135

歳 出 総 額 150,514,496 156,490,840 △ 5,976,344

翌年度に繰り越すべき財源 559,035 482,938 76,097

事 業 繰 越 額 23,212 46,004 △ 22,792

実 質 収 支 額 6,445,870 6,125,966 319,904

標 準 財 政 規 模 77,278,049 75,093,664 2,184,385

実 際 に 算 出 さ れ る 数 値 △ 8.34％ △ 8.15％ △ 0.19
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２ 連結実質赤字比率 

一般・特別全会計の連結実質赤字比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
 

一般会計等を除いた公営企業以外の特別会計の実質収支額は 10億7,344万円(国民健康

保険特別会計 2億3,875万円、後期高齢者医療特別会計 1,836万円、介護保険特別会計 8

億1,634万円)の黒字で実質赤字はなく、一般会計等の実質収支額 64億4,587万円との合計

額は 75億1,931万円となり、また、公営企業会計の資金剰余額は 95億9,221万円(水道事

業会計 85億1,885万円、簡易水道事業会計 1,409万円、下水道事業会計 6億2,233万円、

農業集落排水事業会計 52万円、熱海温泉事業特別会計 4億3,642万円)であり、連結実質

赤字額はなく、連結実質赤字比率は算出されない。 

なお、上記の算式に基づく実質収支額等の合計は 171億1,152万円で、標準財政規模 

772億7,805万円に対する数値は マイナス22.14％となり、対前年度比 1.46ポイントの増

である。 

 

＜連結実質赤字比率の算出基礎＞                   （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全会計の実質赤字額 

（ ① ＋ ② ) － ( ③ ＋ ④ ) 
                       (0 千円＋0 千円)－(7,519,314 千円＋9,592,209 千円) 

連結実質赤字比率＝                               ×100 
(％)             

                       

① 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

② 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

③ 一般会計及び公営企業（地公企法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質黒字

を生じた会計の実質黒字の合計額 

④ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

標準財政規模 
77,278,049 千円 

区　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減

① 一 般 会 計 及 び 公 営 企 業
以外の特別会計の実質赤字額

0 0 0

②公営企業会計の資金不足額 0 0 0

③ 公 営 企 業 以 外 の
会 計 の 実 質 黒 字 額

7,519,314 7,287,885 231,429

④公営企業会計の資金余剰額 9,592,209 10,436,428 △ 844,219

標 準 財 政 規 模 77,278,049 75,093,664 2,184,385

実 際 に 算 出 さ れ る 数 値 △ 22.14％ △ 23.60％ 1.46
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３ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する実質公債費比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
 

令和５年度から令和７年度までの各年度の一般会計等が負担する地方債の元利償還金及

び準元利償還金の合計額と、元利償還金等に充てられる特定財源及び特定の基準財政需要

額算入額の合計額、また、標準財政規模から特定の基準財政需要額算入額を差し引いた額

は、下表のとおりである。これにより算出される単年度の比率は、令和５年度 1.3％、令

和６年度 1.1％、令和７年度 1.7％であり、３か年平均の比率は 1.3％となり、前年度か

らの増減はない。 

なお、令和７年度の単年度の比率は、一般会計等の元利償還金（繰上償還額を除く）4

億7,340万円(5.9％)の増等に伴う元利償還金＋準元利償還金 6億6,235万円(5.6％)の増と

標準財政規模から特定の基準財政需要額算入額を差し引いた額 22億5,577万円(3.4％)の

増により、対前年度比 0.6ポイントの増である。 

 

＜実質公債費比率の算出基礎＞                    （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜元利償還金＋準元利償還金の内訳＞                 （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋※特定の基準財政需要額算入額） 
             ①                 ② 

実質公債費比率 ＝                           ×100 の 3 か年平均 

   (％) 

                   ③ 

※ 特定の基準財政需要額算入額：基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金額 

標準財政規模 － 特定の基準財政需要額算入額 

区　　　　分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

①元利償還金＋準元利償還金 11,975,191 11,852,481 12,514,827

②①に充てられる特定財源及び特定の基準財
政需要額算入額

11,126,308 11,098,392 11,321,701

差引額　①－② 848,883 754,089 1,193,126

③標準財政規模から特定の基準財政需要額算
入額を差し引いた額

64,458,405 66,255,786 68,511,557

単年度比率　(①－②)/③×100 1.31695％ 1.13815％ 1.74150％

単年度比率の3か年平均 1.3％

区　　　　分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

一般会計等の元利償還金(繰上償還額を除く) 8,141,555 7,971,941 8,445,336

公営企業会計の償還金に対する繰出金 3,527,861 3,630,844 3,846,205

一部事務組合等の償還金に対する負担金等 105,486 94,720 67,980

公債費に準ずる債務負担行為に係る支出額 200,289 154,976 155,306

合　　　　　　　　計 11,975,191 11,852,481 12,514,827
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４ 将来負担比率 

一般会計等の将来負担比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
 

一般会計等が財政負担をする地方債償還金や債務負担行為に基づく支出予定額などの将

来負担額、地方債償還額等に充てることのできる充当可能財源等、また、標準財政規模か

ら特定の基準財政需要額算入見込額を差し引いた額は下表のとおりであり、これにより算

出される将来負担すべき実質的な負債額が生じないことから、将来負担比率は算出されな

い。 

将来負担額の合計は 1,617億2,391万円で、対前年度比 44億4,847万円(2.8％)の増であ

る。 

増減の内訳は主に、一般会計等以外の特別会計の地方債償還金の負担等見込額 22億

7,835万円（5.8％）及び一部事務組合等の地方債償還金の負担等見込額 10億3,321万円

（128.1％）の増と債務負担行為に基づく支出予定額 1億2,802万円（18.7％）の減であ

る。 

差し引かれる充当可能財源等は 1,695億9,947万円で、対前年度比 28億7,610万円

(1.7％)の増である。 

なお、上記の算式に基づく数値は マイナス11.4％となり、対前年度比 2.8ポイントの

増である。 

 

＜将来負担比率の算出基礎＞                      （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                            

                  将来負担額   －  ※充当可能財源等 

①               ② 
             161,723,910 千円  －  169,599,472 千円 
将来負担比率  ＝                            ×100 

(％)         標準財政規模 － 特定の基準財政需要額算入額 

 

         ③ 

                 68,511,557 千円 

※ 充当可能財源等＝充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

 

区　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減

①将来負担額 161,723,910 157,275,438 4,448,472

②充当可能財源等 169,599,472 166,723,371 2,876,101

差引額　①－② △ 7,875,562 △ 9,447,933 1,572,371

③標準財政規模から特定の基準財
政需要額算入額を差し引いた額

68,511,557 66,255,786 2,255,771

実際に算出される数値 △ 11.4％ △ 14.2％ 2.8
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＜将来負担額の内訳＞                                  （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

区　　　　分 令和７年度 令和６年度 増減

一般会計等地方債現在高 100,781,342 100,542,086 239,256

債務負担行為に基づく支出予定額 556,034 684,055 △ 128,021

一般会計等以外の特別会計の地方
債償還金の負担等見込額

41,901,458 39,623,107 2,278,351

一部事務組合等の地方債償還金の
負担等見込額

1,839,907 806,699 1,033,208

退職手当支給予定額に係る負担見
込額

16,645,169 15,619,491 1,025,678

土地開発公社の負債に係る負担見
込額

0 0 0

第三セクターの損失補償債務等に
係る負担見込額

0 0 0

全会計の連結実質赤字額 0 0 0

一部事務組合等の連結実質赤字額
に係る負担見込額

0 0 0

合　　　　　　計 161,723,910 157,275,438 4,448,472
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Ⅱ 公営企業会計資金不足比率審査意見 

(Ⅰ) 公営企業法適用 

第１ 準拠基準 

   郡山市監査基準 

 

第２ 審査の概要 

   １ 審査の種類 

    地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第１項の規定に基づく公営企業会計の資

金不足比率審査 

 

   ２ 審査の対象 

    令和７年度決算に基づく公営企業会計（法適用）資金不足比率 

    (1) 郡山市水道事業会計 

    (2) 郡山市簡易水道事業会計 

    (3) 郡山市下水道事業会計 

    (4) 郡山市農業集落排水事業会計 

 

   ３ 審査の着眼点 

     各会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、地方公

共団体の財政の健全化に関する法律の規定に基づき、適正に作成されているか、算出過程

に誤りはないか等を主眼とした。 

 

   ４ 審査の主な実施内容 

    資金不足比率の算定の基礎となる書類の試査 

(1) 帳簿突合、計算突合、分析的手続 

 

   ５ 審査の日程及び実施場所 

(1) 審査の日程 

     令和８年７月 21 日から令和８年８月 28 日まで 

(2) 実施場所 

     監査委員室 
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第３ 審査の結果 

審査に付された下記の資金不足比率については、いずれも適正に算定され、それぞれの計数

は財務諸表と一致しており、その算定の基礎となる事項を記載した書類は、関係法令に適合し、

計数は正確であると認めた。 

 

記 

                                        （単位：％） 

会 計 名 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

経営健全

化基準 

水 道 事 業 会 計 － － － － － 

20.0 
簡 易 水 道 事 業 会 計  － － － － 

下 水 道 事 業 会 計 － － － － － 

農業集落排水事業会計 － － － － － 

※１ 「－」の表示は、資金不足額がないことを示す。 

※２ 経営健全化基準は、総務省が示す数値である。 

 ※３ 簡易水道事業会計については、令和４年度から公営企業法適用となったため、当該年

度から記載している。 

 

第４ 審 査 意 見 

   資金不足比率は、公営企業の資金不足額が事業規模に占める割合を指標化したものであり、

各公営企業会計（法適用）においては、資金不足額は生じておらず、資金不足比率は算出され

ないことから、健全な状態にあると認められる。 
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第５ 資金不足比率の概要 

資金不足比率は、公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率であり、算定式は次の

とおりである。 

                

  資金不足額 

 

（流動負債＋特定の地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 
             ※1           ※2      ※3        ※4 

                    営業収益の額 － 受託工事収益の額 

 

                          事業の規模 

※1 流 動 負 債：貸借対照表上の流動負債の額から、流動負債の企業債を控除した額 

※2 特 定 の 地 方 債：建設改良費及び準建設改良費以外の経費の財源に充てるため起こした地方債の当年度決算における残 

高から、流動負債として整理されている地方債現在高を控除した額 

※3 流 動 資 産：貸借対照表上の流動資産の額から、翌年度に繰り越した事業の財源を控除した額 

※4 解消可能な資金不足額：事業の性質上、事業開始後の一定期間構造的に生じる資金の不足額がある場合に、控除する一定 

  の額。資金不足が発生しない事業については、算定不要 

 

 

１ 水道事業会計 

令和７年度末における特定の地方債残高はないので、流動負債から流動資産を差し引いた額は、 

85 億 1,885 万円の余剰となることから資金不足額はなく、資金不足比率は算出されない。 

    （単位：千円） 

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 

資金不足額   Ａ △ 8,518,850 △ 9,534,188 1,015,338 

事業の規模   Ｂ 7,210,822 7,243,045 △ 32,223 

資金不足比率  Ａ/Ｂ×100  ― ― ― 

※１ 資金不足額Ａが△の場合は、資金剰余額を示している。 

※２ 資金不足額がない場合は、資金不足比率は「―」で表示している。 

 

２ 簡易水道事業会計 

令和７年度末における特定の地方債残高はないので、流動負債から流動資産を差し引いた額は、 

1,409万円の余剰となることから資金不足額はなく、資金不足比率は算出されない。 

    （単位：千円） 

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 

資金不足額   Ａ △ 14,089 △ 56 △ 14,033 

事業の規模   Ｂ 33,376 34,316 △ 940 

資金不足比率  Ａ/Ｂ×100  ― ― ― 

※１ 資金不足額Ａが△の場合は、資金剰余額を示している。 

※２ 資金不足額がない場合は、資金不足比率は「―」で表示している。 

 

  

 

 

      

                              

 

 

 

 

資金不足比率＝ 

(％) 

× 100 
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３ 下水道事業会計 

令和７年度末における特定の地方債残高はないので、流動負債から流動資産を差し引いた額は、 

6 億 2,233 万円の余剰となることから資金不足額はなく、資金不足比率は算出されない。 

    （単位：千円） 

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 

資金不足額   Ａ △ 622,331 △ 465,324 △ 157,007 

事業の規模   Ｂ 5,540,359 5,368,454 171,905 

資金不足比率  Ａ/Ｂ×100  ― ― ― 

※１ 資金不足額Ａが△の場合は、資金剰余額を示している。 

※２ 資金不足額がない場合は、資金不足比率は「―」で表示している。 

 

４ 農業集落排水事業会計 

令和７年度末における特定の地方債残高はないので、流動負債から流動資産を差し引いた額は、 

52 万円の余剰となることから資金不足額はなく、資金不足比率は算出されない。 

    （単位：千円） 

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額 

資金不足額   Ａ △ 516 △ 516 0 

事業の規模   Ｂ 123,428 126,681 △ 3,253 

資金不足比率  Ａ/Ｂ×100  ― ― ― 

※１ 資金不足額Ａが△の場合は、資金剰余額を示している。 

※２ 資金不足額がない場合は、資金不足比率は「―」で表示している。 
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 (Ⅱ) 公営企業法非適用 

第１ 準拠基準 

  郡山市監査基準 

 

第２ 審査の概要 

１ 審査の種類 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第１項の規定に基づく公営企業会計の資

金不足比率審査 

 

２ 審査の対象 

令和７年度決算に基づく公営企業会計（法非適用）資金不足比率 

(1)  郡山市総合地方卸売市場特別会計 

(2)  郡山市工業団地開発事業特別会計 

(3)  郡山市熱海温泉事業特別会計 

 

３ 審査の着眼点 

各会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、地方公共

団体の財政の健全化に関する法律に基づき、書類が適正に作成されているか、算出過程に誤

りはないか等を主眼とした。 

 

４ 審査の主な実施内容 

資金不足比率の算定の基礎となる書類の試査 

(1)  帳簿突合、計算突合、分析的手続 

 

５ 審査の日程及び実施場所 

(1) 日程 

令和８年７月 21 日から令和８年８月 28 日まで 

(2) 実施場所 

監査委員室 
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第３ 審査の結果 

審査に付された下記の資金不足比率については、いずれも適正に算定され、それぞれの計数

は財務諸表と一致しており、その算定の基礎となる事項を記載した書類は、関係法令に適合し、

計数は正確であると認めた。 

 

記 

（単位：％） 

※１ 「－」の表示は、資金不足額がないことを示す。 

※２ 経営健全化基準は、総務省が示す数値である。 

 

第４ 審査意見 

資金不足比率は、公営企業の資金不足額が事業規模に占める割合を指標化したものであり、 

各公営企業会計（法非適用）においては、資金不足額は生じておらず、資金不足比率は算出さ

れないことから、健全な状態にあると認められる。 

  

会  計  名 
令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 

令 和 

７年度 

経営健全化

基準 

総 合 地 方 卸 売 市 場 特 別 会 計 －  － － － － 

20.0 工 業 団 地 開 発 事 業 特 別 会 計 － － － － － 

熱 海 温 泉 事 業 特 別 会 計 －  －  －  －  －  
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第５ 資金不足比率の概要 

資金不足比率の算出過程を式で示すと次のとおりである。 

 
 

１ 総合地方卸売市場特別会計 

歳入歳出額は、ともに 9億346万円であり、特定の地方債の現在高及び翌年度に繰り越すべ

き財源はないことから資金不足額はなく、資金不足比率は算出されない。 

なお、事業の規模を表す営業収益に相当する収入の額は 2億7,399万円であり、差し引くべ

き受託工事収益に相当する収入はない。 

 

２ 工業団地開発事業特別会計 

歳入歳出額は、ともに 10億9,031万円であり、特定の地方債の現在高、翌年度に繰り越すべ

き財源及び土地収入見込額はないことから資金不足額はなく、資金不足比率は算出されない。 

なお、宅地造成事業のみを行う場合の事業の規模を表す額は、資本の額に相当する額及び負

債の額に相当する額の合算額であり 53億7,879万円となる。 

 

３ 熱海温泉事業特別会計 

歳出額は 1億996万円、歳入額は 5億4,639万円、特定の地方債の現在高及び翌年度に繰り越

すべき財源はないため、4億3,643万円の余剰となり、資金不足比率は算出されない。 

なお、事業の規模を表す営業収益に相当する収入の額は 1億711万円であり、差し引くべき

受託工事収益に相当する収入はない。 

 

資金の不足額 

歳 出 額 ＋ 特 定 の 地 方 債 の 現 在 高 － （ 歳 入 額 － 翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源 ） － 解 消 可 能 資 金 不 足 額 

資金不足比率＝                                                                  ×100 

営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

事 業 の 規 模 

（宅地造成事業を行っている場合） 
 

資金不足比率（％）＝ 
 

歳 出 額 ＋ 特 定 の 地 方 債 の 現 在 高 － （ 歳 入 額 － 翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源 ） － 土 地 収 入 見 込 額 － 解 消 可 能 資 金 不 足 額  

                                                                    ×100 

営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

 

 

 

※１ 特定の地方債：建設改良費及び準建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債 

※２ 解消可能資金不足額を算入して資金の不足額が負数となる場合は、資金の不足額＝０とする。 

※３ 宅地造成のみを行う場合は、「資本に相当する額＋負債に相当する額」が事業の規模を表す。 

（％） 

※１ 

事業の規模 ※３ 

※２ 
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＜資金の不足額の算出基礎＞ 

（単位：千円） 

会計名 歳 出 額 
特定の地方

債の現在高 
歳 入 額 

翌年度に繰り

越すべき財源 

土地収入

見 込 額 

解消可能資

金 不 足 額 

総合地方卸売

市場特別会計 
903,459 0 903,459 0 － 0 

工業団地開発

事業特別会計 
1,090,312 0 1,090,312 0 0 0 

熱海温泉事業

特別会計 
109,964 0 546,387 0 － 0 

 

＜事業の規模の算出基礎＞ 

（単位：千円） 

会計名 
営業収益に相当する

収 入 の 額 

受託工事収益に相当

す る 収 入 の 額 

資本に相当する額 

(宅地造成事業のみ) 

負債に相当する額 

(宅地造成事業のみ) 

総合地方卸売

市場特別会計 
273,994 0 － － 

工業団地開発

事業特別会計 
0 0 0 5,378,794 

熱海温泉事業

特別会計 
107,107 0 － － 

 

 

 

 


